




















授等を経て、 2002 年 3 月より、「科学技術の公衆理
































て、平成 13 年( 2001 年) 10 月に調査票を送付し、回収できたものについて集計および分析を行った。調査対象と
なった科学博物館等には、自然史部門及び理工部門をもつ総合博物館、自然史系博物館、理工系博物館、動物
園、水族館、植物園、プラネタリウム等が含まれる。
調査票は 2 種類を用意した。「調査票(その 1 )」は科学博物館等の概要と現状を問うもので、 1 館につき 1 名
に回答を依頼した。「調査票(その 2 )」は、科学博物館等において科学技術理解増進活動担当者の問題意識・要
望等を問うもので、 1 館につき 1 〜 5 名程度に回答を依頼した。
「調査票(その 1 )」に対する回答が得られた館の数は 217 館(有効回収率 70% )、「調査票(その 2 )」に対する回
答者数は 469 名だった(共に質問の一部に対する無回答分を含む)。
本調査によれば、全職員中で科学技術理解増進活動担当者が占める割合の平均は 59.3% であり、 100% と回答
した館も 20 館あった。調査に協力していただいた回答者の年齢構成は 65.3% が 40 歳以上で、科学技術理解増










科学技術理解増進活動に従事する職員のうち、 44.4% を出向者が占めており、 40.9% を占める館での採用職員
と並ぶ多数派だが、経験年数としては、 3 年以下の回答者が全体の 20.9%、経験年数 5 年以下に枠を広げても全




「時間がない」せいで実現していないとの回答が多かった(それぞれ 41.9%、 31.1%、 28.8%)のも、人材・予算不足
2
まきやま やすし











































の報告を受けて、 緑書Green paper(A Consultation Paper, 問題の背景・論点・解決の選択肢を提示して社会に
















英国のヒト胚管理のシステムのもう 1 つの特徴は、 1990 年に成立した「ヒト胚・受精に関する法律」に基づいて




























南アフリカ出張: 科学技術パブリックコミュニケーションに関する第 7 回国際会議(PCST)
第２調査研究グループ上席研究官 石井 正道

























政策研では 2001 年 2 〜 3 月に科学技術に関する意識調査を行っている(岡本信司、丹羽冨士雄、清水欽也、
杉万俊夫、NISTEP REPORT No.72 、 2001 年 12 月)。この調査の対象者は 18 歳以上の日本全国の 3 , 000
























・ 1 / 20Dr.Le Thi Hai Le: ベトナム国立科学技術政策・戦略研究所(NISTPASS)研究員
・ 1 / 31Mr.Nicholas Vonrtas: 米国ジョージワシントン大学
○ 講演会・セミナー
・ 1 / 17「日本金属学会の材料戦略と展望」
佐久間 健人: 東京大学大学院新領域創成科学研究科教授




・個人のイノベーションとライセンス(DISCUSSION PAPER No.25 )
・短期多部門計量モデルMS-JMACROを用いた政府投資乗数の横断的・時系列的な相
違に関する検討(DISCUSSION PAPER No.26 )
・「科学技術動向 2002 年 12 月号」( 12 月 24 日発行)
 特集 １ RNA研究の動向
 ライフサイエンス・医療ユニット 庄司真理子、茂木 伸一
 特集 ２ バイオインフォマティクスの技術動向
 情報・通信ユニット 客員研究官 乃木 篤、香月 祥太郎
 特集 ３ 循環型社会の構築を目指した廃棄物処理の技術開発と研究動向
 環境・エネルギーユニット 根本 正博、客員研究官 吉川 邦夫
・「Science & Technology Trends〜Quarterly Review No.5 (科学技術動向 英文版第 5
号)」
編集後記
技術予測国際会議を 2 月 27 日、 28 日両日に渡り、国際連合大学本部(東京都渋谷区)で開催します(詳細につ
いては当所HPをご参照願います。)。ご関心をお持ちの方は当所科学技術動向研究センターまでお問い合わせ下
さい。
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(電話: 03-3581-0605 、stfc@nistep.go.jp)
文部科学省科学技術政策研究所広報委員会 (政策研ニュース担当: 情報分析課news@nistep.go.jp)
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